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１．環境負荷の定量化に向けたモデル研究 

 本稿で扱う「モデル」とは、現象を定量的に解析するために導かれた数式と定義する 1)。

モデルの役割は、定式化を通じて対象とする環境と経済活動の関係や環境問題間の関係を

理解するとともに、定式化されたモデルを使って将来の姿を整合的かつ定量的に提示した

り、想定した目標を実現するために必要な取組を明らかにすることにある。複合環境問題

を扱った定量的な分析としては、LCA における影響評価、システムダイナミクスや統合評

価モデル（IAM）を用いた分析など様々な例がある。また、モデルが対象とする領域として

「DPSIR」全体を扱ったものから特定の範囲を対象としたもの、空間スケールとして世界を

対象としたものから国や都市など一部の領域を対象としたもの、時間スケールとして短期

から100年を超える長期を扱うものなど幅広く存在し、目的に応じて使い分ける必要がある。 

本稿では、筆者が所属する国立環境研究所において他機関と開発してきたアジア太平洋

統合評価モデル（AIM）を用いた分析 2)から、複合環境問題を対象とした IAM による分析と

今後の課題について説明する。IAM とは、経済、社会、環境の相互作用に焦点を当てたモ

デルであり 3)、特に気候変動分野のシナリオ開発や対策の評価を通じて発展してきた。例

えば、国立環境研究所では、AIM を用いて日本における脱炭素社会を実現する将来シナリ

オを定量化し、個別の技術がどれだけの温室効果ガス排出量を削減するか、その導入のた

めにどれだけの費用が必要か、といったことを推計している 4)。ただし、資源供給の制約

や太陽光パネルの設置場所や大量廃棄など、考慮はしているものの詳細には取り扱ってい

ないものもあり、複合環境問題の分析にはモデルの更なる拡張が必要と考えている。 

 

２．統合評価モデルを用いた複合環境問題の分析 

現状において、脱炭素社会を出発点とした IAM を用いて複合的な環境問題を取り扱う分

析は、気候変動問題を中心にドライビングフォースや対策に関係のある活動（食料を含む

バイオマス生産や大気汚染物質の排出等）、SDGs との相互関係に焦点を当てた分析が中心

である。一方で、複合環境問題の分析においては、温室効果ガス排出量の実質ゼロに代表

される「脱炭素社会」、資源生産性、入口・出口の循環利用率、最終処分量等で評価される
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「循環型社会」、「自然共生社会」として Nature for Nature、Nature as Culture、 Nature 

for Society で構成される Nature for Flamework のシナリオなど、それぞれの重要な要素

や活動を統合的に組み入れた定式化や分析が必要となる。Masui(2011)6)はそうした異なる

社会像を統合して評価する新たな IAM の試みであった。近年では、TCFD や TNFD において

シナリオ分析が求められるようになるなど、複合環境問題を扱った IAM とその出力結果で

あるシナリオの役割はますます重要となっており、モデルも更に発展すると考えられる。  

 

３．統合評価モデルを用いた複合環境問題の分析における課題 

複合環境問題を扱う IAM においては、従来のものと比較して分析対象が拡大するととも

に、扱う課題によってはモデルの詳細化が必要となり、現状でも大規模で複雑なモデルが

さらに巨大化、複雑化する懸念がある。モデルは分析の目的に応じて適切な規模のものを

構築することが大切であり、すべてを1つのモデルで対応することは回避することが望まれ

る。複数の環境問題ならびに環境と経済活動の関係をどのように定義するかを整理し、モ

デルが対象とする境界条件を適切に設定することが重要となる。また、現状を定式化でき

ても対策に関する入力情報（データ）が十分ではないといった課題も挙げられる。 

様々な取組を実行するステークホルダーに対しては、必要な情報を適切に提供すること

も課題である。脱炭素社会の実現に向けて、多くの自治体や企業がその重要性を認識して

いるが、「脱炭素社会の実現のために何をすればいいのかわからない」という意見も耳にす

る。対象となるステークホルダーによっては、個々の環境問題の解決に加えて、他の社会

問題の解決や他の環境問題への影響などにも関心がある場合があり、モデルから得られる

定量的な結果とともに、広い視点での理解を助ける叙述シナリオの提供も重要になる。 

複合環境問題に対して定量的なモデルを構築、運用し、様々なステークホルダーが求め

る情報を適切に提供することで、真に持続可能な社会が実現されるようになるといえる。 
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